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�愛媛県告示第８３８号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）

第３条第１項の規定により、平成２７年６月８日次のとおり愛媛県県

税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３９号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１１条第１項の規定に基づき、次の薬物を知事指定薬物として

指定する。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 薬物の名称

� ２－［（４－クロロ－２，５－ジメトキシフェネチルアミノ）

メチル］フェノール及びその塩類

� 前号に掲げる物を含有する物。

２ 指定の理由

条例第２条第７号の薬物のうち、県の区域内において濫用され

るおそれがあると認めるため。

３ 効力発生の日

平成２７年６月２７日

�愛媛県告示第８４０号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

指定

番号

売りさばき人

氏 名

変 更 事 項

新 旧

１９ 一般社団法人
愛媛県猟友会
島部支部
河野 哲也

１ 売りさばき人住所
今治市宮窪町友浦
２８２

２ 代表者氏名
河野 哲也

３ 売りさばき所
今治市宮窪町友浦
２８２

１ 売りさばき人住所
今治市宮窪町宮窪
６０７４

２ 代表者氏名
矢野 彰司

３ 売りさばき所
今治市宮窪町宮窪
６０７４

毎週（火・金）曜日発行 第２６８４号 平成２７年６月２６日

平成２７年６月２６日金曜日 第２６８４号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第８４２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光

室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ＡＥＬ ＭＡＴＳＵＹＡＭＡ

松山市大街道二丁目５番１２

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

森ビル株式会社

東京都港区六本木６丁目１０番１号

代表取締役 辻 慎吾

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社アクセ

広島県尾道市久保１－８－１

代表取締役 高垣 圭一朗

株式会社明屋書店

愛媛県松山市湊町４－１－１９

代表取締役 小島 俊一

株式会社エイトワン

愛媛県松山市湯渡町１０－２５

代表取締役 大籔 崇

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２７年８月２６日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，１２０平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

３７台

イ 駐輪場の収容台数

１５６台

ウ 荷さばき施設の面積

２８．２平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

７．０２立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午前０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時５０分から午前０時１０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

２４時間

２ 届出年月日

平成２７年６月１８日

�愛媛県告示第８４１号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８４３号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定は、平成２７年５月２７日以降利子補給承認される農業近代化資金について適用し、

同日前に利子補給承認された農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２７年６月２６日

指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

独立行政法人地域医療機能推
進機構

東京都港区高輪３丁目２２番１２
号

独立行政法人地域医療機能推
進機構宇和島病院附属訪問看
護ステーション

宇和島市賀古町１丁目２番２０
号

訪問看護ステーシ
ョン（育成医療・
更生医療）

平成２７年
６月１日

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

庄野薬局 神拝店 西条市神拝甲２１４番地１ 株式会社オネスト 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２７年
６月１日

あおば薬局 今治市立花町３丁目７番３０号 有限会社ヒアサ薬局 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２７年
６月１日

フクダ薬局 西条店 西条市樋之口４３６番地１４ 有限会社 フクダ薬局 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２７年
６月１日

愛 媛 県 報平成２７年６月２６日 第２６８４号

６６２



愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

農業近代化資金

の種類

利 子 補 給 率 農業近代化資金

の種類

利 子 補 給 率

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

１ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年４厘 １ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年４厘５毛

２～５ 省略 ２～５ 省略

６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

られるものに

限る。）

年１分２厘５

毛

年４厘 ６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

られるものに

限る。）

年１分２厘５

毛

年４厘５毛

７ 省略 ７ 省略

愛 媛 県 報平成２７年６月２６日 第２６８４号

６６３



�愛媛県告示第８４４号
保安林の指定施業要件を変更する件（平成２６年１２月農林水産省告

示第２１４９号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を大洲市役所の掲示場に掲示するとともに、次のとおりその要

旨を告示する。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び不分明又は所

在が不分明である通知の相手方

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

大洲市肱川町宇和川３７０６
香川県高松市屋島西町８８９番
地１
寺 尾 宣 孝

森林所有者

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び大洲

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第８４５号
保安林の指定施業要件を変更する件（平成２６年１２月農林水産省告

示第２１４９号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を大洲市役所及び内子町役場の掲示場に掲示するとともに、次

のとおりその要旨を告示する。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び不分明又は所

在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁並びに大

洲市役所及び内子町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第８４６号
保安林の指定施業要件の変更（平成２７年２月愛媛県告示第１８６号）

に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、森林法（昭

和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の内容を宇和

島市役所の掲示場に掲示するとともに、次のとおりその要旨を告示

する。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

大洲市肱川町予子林２９５
の２

東宇和郡野村町大字西２号１１
０番地
二 宮 シメヲ

〃

大洲市河辺町川上１５０１、
１５２７

喜多郡河辺村大字川上１４９２番
地
河 野 末 子

〃

大洲市河辺町川崎１０３９
喜多郡河辺村大字宮谷甲４０２
番地
心鏡寺

〃

喜多郡内子町上川１０１９、
１０２０、１０２４

大阪府枚方市杉山手一丁目２１
番１２号
近 藤 圭 介

〃

喜多郡内子町上川１０２１、
１０２２

大阪府枚方市杉山手一丁目２１
番１２号
近 藤 均

〃

喜多郡内子町上川１６４３
上浮穴郡小田町大字上川１５００
番地
吉 本 章 一

〃

喜多郡内子町上川１９６５
松山市森松町４９１番地

有限会社山一林業
〃

喜多郡内子町上川２００３
上浮穴郡小田町大字本川３０１３
番地
福 森 チヱ子

〃

喜多郡内子町上川２０２３、
２０２４

松山市岩崎町一丁目７番１４号

竹 内 優 司
〃

喜多郡内子町上川２０５１
松山市西石井町３５８番地１８

相 原 省 司
〃

喜多郡内子町上川２０５５
上浮穴郡美川村大字有枝１２２
番地
菅 義 雄

〃

喜多郡内子町上川２０５６か
ら２０５８まで、２２６３から２２
６８まで、２２７２、２３２３、２３
２４、２３２６、２３２７

松山市正円寺一丁目２番２９号

京 河 雄 喜
〃

喜多郡内子町上川２２５５、
２２５８、２２５９

上浮穴郡小田町大字本川乙６１
５番地
河 野 アヤ子

〃

喜多郡内子町吉野川１７６
の６

上浮穴郡小田町大字吉野川乙
１３５番地
山 本 仙 吉

〃

喜多郡内子町吉野川１７７
の２、１８５の２

上浮穴郡小田町大字吉野川乙
４６番地
高 橋 キクヱ

〃

喜多郡内子町吉野川１７８
の２

上浮穴郡小田町大字吉野川２１
番戸
古 田 八重美

〃

喜多郡内子町吉野川１８７
の２

上浮穴郡小田町大字吉野川乙
４６番地４
高 橋 キクヱ

〃

喜多郡内子町南山乙５８８
上浮穴郡小田町大字南山甲４８
４番地
林 福 松

〃

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

喜多郡内子町上川１９７７、
２６５９

上浮穴郡小田町大字上川無家

鶴 崎 五 郎
森林所有者

喜多郡内子町立石２８０８
松山市泉町１１５番地５

大 野 正 男
〃

喜多郡内子町立石３７９３
上浮穴郡小田町大字立石９２６
番地
上 木 美奈登

〃

喜多郡内子町立石４２８３、
４３２１、４３３５

上浮穴郡小田町大字立石９２６
番地
上 木 幸 衞

〃

大洲市肱川町予子林２５４
の１、２５４の２

喜多郡肱川村大字予子林１番
耕地４７７番地
東 嘉 恵

〃

大洲市肱川町予子林２５６
の１、２５６の２

喜多郡肱川町大字山鳥坂甲１１
６８番地
水 口 健 一

〃

大洲市肱川町予子林２９５
の１から２９５の３まで

東宇和郡宇和町大字鬼窪１番
耕地８番地
二 宮 イセノ

〃

大洲市肱川町予子林２９５
の１、２９５の３

東宇和郡貝吹村大字西２号１１
０番地
二 宮 シメヲ

〃
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１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び不分明又は所

在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び宇和

島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第８４７号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成２７年５月２７日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同

日前に利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

宇和島市津島町山財３、
５、８、９、１９７１

宇和島市伊吹町１２０７番地サン・
リヴィラ２０２号
笠 岡 美 幸

森林所有者

宇和島市津島町山財４４
宇和島市丸之内一丁目３番１７
号
石 丸 文 久

〃

宇和島市津島町山財６８
京都市伏見区石田西ノ坪１番
地
河 坂 昌 利

〃

宇和島市津島町山財８９
宇和島市新町一丁目５番２２号

松 本 尚
〃

宇和島市津島町山財１４４
北宇和郡津島町大字山財２７０
番戸
山 田 平 吉

〃

宇和島市津島町山財１５３、
１７６５、１７６７、１８４１

北宇和郡津島町大字山財３４１
番地
梶 原 和 秋

〃

宇和島市津島町山財１９４、
１９８

北宇和郡津島町大字岩松甲６０
６番地
佐 藤 俊 運

〃

宇和島市津島町山財２０３
北宇和郡津島町大字山財下組
２１１番地２
兵 頭 徳 治

〃

宇和島市津島町山財２１７
大阪市平野区加美東五丁目１０
番２１号
河 野 智

〃

宇和島市津島町山財２１９
北宇和郡清満村大字山財下組
１９０番地
兵 頭 善 八

〃

宇和島市津島町山財１６０２
北宇和郡津島町大字山財２１２
番戸
岡 村 孫三郎

〃

宇和島市津島町山財１６１０ 岡 村 孫三郎 〃

宇和島市津島町山財１６９６
大阪府吹田市五月が丘南３１番
１０－３０１号
清 家 仙 次

〃

宇和島市津島町山財１７３７、
１７９７

北宇和郡津島町大字山財９７０
番地
梶 原 多 丸

〃

宇和島市津島町山財１７４１
北宇和郡津島町大字山財３４５
番地
藤 堂 侃

宇和島市津島町山財１７４９
神奈川県茅ヶ崎市松が丘二丁
目１３番２７号
岡 幹 雄

〃

宇和島市津島町山財１７７９、
１７８０、１８５３、１８８７

北宇和郡津島町大字山財下組
３０９番地
清 家 仙 次

〃

宇和島市津島町山財１７８３、
１７８７、１７９８

宇和島市野川甲１２４１番地１

結 城 弘 子
〃

宇和島市津島町山財１８００、
１８０８、１９０３、１９０９

北宇和郡津島町大字山財下組
１２０７番地
山 口 淳 子

〃

宇和島市津島町山財１８８０
北宇和郡清満村大字山財下組
２１１番地
兵 頭 � 治

〃

宇和島市津島町山財１９３７
東宇和郡宇和町大字伊賀上１６
１４番地
松 本 文 雄

〃

宇和島市津島町山財２１００
宇和島市伊吹町甲２００番地３

浜 田 音二郎
〃

宇和島市津島町山財２１４２、
２１４３

南宇和郡御荘町平城３３８４番地
１
濱 田 音二郎

〃

宇和島市津島町山財２２７２
茨城県稲敷郡新利根町伊佐津
２５８４番地４
森 田 啓 介

〃

宇和島市津島町山財２４５８、
２８２８、２８３９、２８４０、２８５０

北宇和郡津島町大字山財２８２６
番地
堀 江 武 一

〃

宇和島市津島町山財２７９２
宇和島市川内甲１９８０番地１
（市営住宅）
濱 田 ノブ子

〃

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

漁業近代化資金の種

類

利 子 補 給 率 漁業近代化資金の種

類

利 子 補 給 率

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同

法第２

条第２

項第５

号に掲

げる融

資機関

が、同

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

法第２

条第２

項第２

号及び

第４号

に掲げ

る融資

法第２

条第２

項第５

号に掲

げる融

資機関

が、同

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同

法第２

条第２

項第５

号に掲

げる融

資機関

が、同

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

法第２

条第２

項第２

号及び

第４号

に掲げ

る融資

法第２

条第２

項第５

号に掲

げる融

資機関

が、同
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条第１項

第１号か

ら第５号

まで及び

第１０号に

掲げる者

（漁業近

代化資金

融通法施

行令（昭

和４４年政

令 第２０９

号。以下

「令」と

いう。）

第５条に

規定する

団体に限

る。）に

貸し付け

る場合

条第１

項第１

号から

第５号

まで及

び第１０

号に掲

げる者

（令第

５条に

規定す

る団体

に限る

。）に

貸し付

ける場

合

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

機関が

、同条

第１項

第６号

から第

１０号ま

でに掲

げる者

（同号

に掲げ

る者に

あつて

は、令

第５条

に規定

する団

体を除

く。）

に貸し

付ける

場合

条第１

項第６

号から

第１０号

までに

掲げる

者（同

号に掲

げる者

にあつ

ては、

令第５

条に規

定する

団体を

除く。

）に貸

し付け

る場合

条第１項

第１号か

ら第５号

まで及び

第１０号に

掲げる者

（漁業近

代化資金

融通法施

行令（昭

和４４年政

令 第２０９

号。以下

「令」と

いう。）

第５条に

規定する

団体に限

る。）に

貸し付け

る場合

条第１

項第１

号から

第５号

まで及

び第１０

号に掲

げる者

（令第

５条に

規定す

る団体

に限る

。）に

貸し付

ける場

合

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

機関が

、同条

第１項

第６号

から第

１０号ま

でに掲

げる者

（同号

に掲げ

る者に

あつて

は、令

第５条

に規定

する団

体を除

く。）

に貸し

付ける

場合

条第１

項第６

号から

第１０号

までに

掲げる

者（同

号に掲

げる者

にあつ

ては、

令第５

条に規

定する

団体を

除く。

）に貸

し付け

る場合

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 漁船漁具保管修

理施設、漁業用資

材保管施設、漁船

用油水供給施設、

養殖池、蓄養池、

水 産 種 苗 生 産 施

設、養 殖 用 作 業

舎、水産物処理施

設、水産物保蔵施

設、水産物加工施

設、製 氷 冷 凍 施

設、水産物等運搬

施設、水産物販売

施設又は漁業用通

信施設の改良、造

成又は取得に必要

な資金（漁船の改

造、建造若しくは

取得に必要なもの

又は次号若しくは

第５号に掲げるも

のを除く。）

同上 同上 同上 年４厘 年４厘 ３ 漁船漁具保管修

理施設、漁業用資

材保管施設、漁船

用油水供給施設、

養殖池、蓄養池、

水 産 種 苗 生 産 施

設、養 殖 用 作 業

舎、水産物処理施

設、水産物保蔵施

設、水産物加工施

設、製 氷 冷 凍 施

設、水産物等運搬

施設、水産物販売

施設又は漁業用通

信施設の改良、造

成又は取得に必要

な資金（漁船の改

造、建造若しくは

取得に必要なもの

又は次号若しくは

第５号に掲げるも

のを除く。）

同上 同上 同上 年４厘

５毛

年４厘

５毛

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 漁村情報処理・

通信施設（有線放

送施設及び有線放

送 電 話 施 設 を 含

む。）、漁船船員

臨時宿泊施設、漁

業者研修施設、集

同上 年４厘 年４厘 ７ 漁村情報処理・

通信施設（有線放

送施設及び有線放

送 電 話 施 設 を 含

む。）、漁船船員

臨時宿泊施設、漁

業者研修施設、集

同上 年４厘

５毛

年４厘

５毛
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�愛媛県告示第８４８号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

（東予地方局産業経済部管内）

ひうち加入区

�������
�愛媛県告示第８４９号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成２３年６月愛媛県告示第８３３号）による保険

に付すべき義務は、平成２７年６月２５日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

（東予地方局産業経済部管内）

ひうち加入区

�������
�愛媛県告示第８５０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

道前平野土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出があっ

た。

平成２７年６月２６日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

就 任

�������
�愛媛県告示第８５１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２７年６月２６日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２７年６月１７日

３ 指定道路の位置

四国中央市下柏町字花田３０番１の一部及び３１番の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ６８．５３メートル

� 幅員 ６．００メートル

�愛媛県告示第８５２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２７年６月２６日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

会 施 設、託 児 施

設、診療施設、水

道施設、ガス供給

施 設、下 水 道 施

設、地 域 休 養 施

設、漁 村 広 場 施

設、漁 村 セ ン タ

ー、生活安全保護

施設、連絡道又は

廃棄物処理施設の

改良、造成又は取

得に必要な資金

会 施 設、託 児 施

設、診療施設、水

道施設、ガス供給

施 設、下 水 道 施

設、地 域 休 養 施

設、漁 村 広 場 施

設、漁 村 セ ン タ

ー、生活安全保護

施設、連絡道又は

廃棄物処理施設の

改良、造成又は取

得に必要な資金

８ 省略 ８ 省略

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 村 上 繁 敏 西条市楠甲４５３番地２

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２７中局建（開）第１２号

平成２７年６月１６日
東温市南野田字若宮２１２番５

東温市野田２丁目１番地９

生 田 修 一

生 田 佳 奈
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公 告

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛統一労働組合執行委員長大野久から次のとおり争議

行為を行う旨の通知が平成２７年６月１５日あったので公表する。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事件 平成２７年度夏季一時金その他に関する事項

２ 日時 平成２７年６月２９日正午より本問題が解決に至る間

３ 場所

病 院 名 所 在 地

公益財団法人 正光会今治病院 今治市高市甲７８６－１３

公益財団法人 正光会宇和島病院 宇和島市柿原１２８０番地

４ 概要 前記記載の場所において、あらゆる形の争議行為を単独

又は併用して実施する。

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２７年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

通信指令システムの借入れ

� 借入物品名及び数量

通信指令システム１式（ハードウェア一式、ソフトウェア一

式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２８年３月１日から平成３４年２月２８日まで

� 借入場所

入札説明書及び仕様書による。

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２６・２７・

２８年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２７年８月７日（金）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２７年８月７日（金）午後１時３０分

愛媛県警察本部 ２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

公告の日から平成２７年７月３１日（金）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased：

Communications command systems，１ set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，７ August，２０１５

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan
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雑 報

TEL０８９―９３４―０１１０

�愛媛県市町村職員共済組合公告
愛媛県市町村職員共済組合定款第５条の規定に基づき、平成２６年度決算の要旨を公告する。

平成２７年６月２６日

愛媛県市町村職員共済組合

理事長 �須賀 功

損益計算書の要旨 （単位：千円）

経 理 区 分 短期 長期 預託金管理 業務 保健 宿泊 貯金 貸付 物資

負担金 ５，１１４，７５４ １３，３９４，２１２ １５８，４０９ ２３３，３７８
３９２，４２５

掛金 ４，５４５，３７９ ７，４８３，１０１ １７８，７６８
４０５，７７３

収
施設収入・商品売上 ９５，２８５

受取手数料 １４，６４０

利息及び配当金 ９４ １２３，７１２ ９６ １１９ ６２ ７６６，４５０ ８６８ １１１

組合員貸付金利息 １４２，３０８

その他収入 １，０４１，４８８ ５２，５９１ １７５ ４１，３２１ ８，１８８ ５０４ ５２７

入
補助金 ６，０３５

他経理から繰入金 ２９，２５７ ２６，０００

前年度繰越支払準備金 ６８５，９１７

計 １１，３８７，６３２ ２０，８７７，３１３ １２３，７１２ ２４０，３５３ ４１２，４４０ １６２，６６８ ７７４，６３８ １４３，６８０ １５，１６８７９８，２０９ ６，０３５

給付 ４，２７６，９５５

役職員給与 １１３，３８４ １４，７２０ ４３，８６９ ２３，６２９ ７，１００ １，７２２

厚生費 １５３ ３０８，３１２ ３６ ２６ ８６，０１５

支
特定健康診査等費 １６，１３３

旅費・事務費 ９，９４７ ３，７１５ １，２０５ ３，４３４ １，８０８ ４９５

商品仕入 ３１０

飲食材料費

委託費 ４，１１４ ２４３ ５，９６７ １９２ ７３ ７１

支払利息 ３ １２３，７１２ ５１１，５９９ １２０，７２４ ４，９３６

連合会払込金・拠出金 ５５５，７０１ ７，６７６

前期高齢者納付金 ３，５５４，０１５

後期高齢者支援金 １，７２１，６３５

老人保健拠出金 ５４

退職者給付拠出金 ３３６，８２５

介護納付金 ７７１，６５８

出
負担金払込金・掛金払込金 ２０，８７７，３１３

他経理へ繰入金 ２９，２５７ ２６，０００

その他支出 ３０４，０３３ １１０，５１７ ４３，４７２ ９４，０７０ ２３，５５６ ５，９２２ ４，７５１４８６ ２０

次年度繰越支払準備金 ６６７，５５４

計 １１，４４６，０３２ ２０，８７７，３１３ １２３，７１２ ２３８，１１５ ４１２，５９５ １４５，４５７ ５６２，４３６ １４３，３１１ １１，９７５７７２，１４４ ６，０３５

差引当期利益金又は当期損失金（△） △５８，４００ ０ ０ ２，２３８ △１５５ １７，２１１ ２１２，２０２ ３６９ ３，１９３２６，０６５ ０

貸借対照表の要旨

資
流動資産 ８９２，１３９ １，２０２，３８２ ２８０，０４７ ３５９，６６９ ４７４，２２５ ３０１，６４７ １９，２１６，８４９ １６０，２６１ ４３２，３２８

産
固定資産 ４，７９９，８０２ ８６４ １ ７９６，３２４ ３７，６２１，３５８ ５，００１，０５１

繰延資産

資 産 合 計 ８９２，１３９ １，２０２，３８２ ５，０７９，８４９ ３６０，５３３ ４７４，２２６ １，０９７，９７１ ５６，８３８，２０７ ５，１６１，３１２ ４３２，３２８

負
流動負債 １８，５８８ １，２０２，３８２ ６，３３０ １１，５４８ ８，０４５ ５２，０２５，３０９ １，０３８ ２，５５４２，２８４

債
固定負債 ６６７，５５４ ５，０７９，８４９ １８７，１６１ ４２，７１１ ４６，５９５ ３９，５８５ ４，７６５，４３１ ３６８，１１５

負債合計 ６８６，１４２ １，２０２，３８２ ５，０７９，８４９ １９３，４９１ ５６，５４３ ５４，６４０ ５２，０６４，８９４ ４，７６６，４６９ ３７０，６６９

純 資本剰余金 ９４５，４３２

資 利益剰余金又は欠損金（△） １９９，８８８ １６７，０４２ ４１７，６８３ ９７，８９９ ４，７７３，３１３ ３９４，８４３ ６１，６５９６，１０９ ０

愛 媛 県 報平成２７年６月２６日 第２６８４号

６６９



産 純資産合計 ２０５，９９７ ０ ０ １６７，０４２ ４１７，６８３ １，０４３，３３１ ４，７７３，３１３ ３９４，８４３ ６１，６５９

負債・純資産合計 ８９２，１３９ １，２０２，３８２ ５，０７９，８４９ ３６０，５３３ ４７４，２２６ １，０９７，９７１ ５６，８３８，２０７ ５，１６１，３１２ ４３２，３２８

（注）短期経理の上段は短期、下段は介護に係るもの、保健経理の上段は保健、下段はメンタルヘルス対策事業に係るもの

平成２７年６月２６日 発行
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